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 日本各地で起こる地震被害を最小化するには、行政による公助のみならず、個人の防災行動が不可欠で

ある。そこで本研究では、2013 年に日本全国を対象に行った市民の防災意識に関するインターネット調査

を用いて、リスク認知（災害時外部支援が届くのに要する時間で評価したもの）が個人の飲料水備蓄行動

に与える影響を分析した。その結果、世帯主のリスク認知が高いほど、飲料水を備蓄する確率が有意に上

昇し、飲料水備蓄の不足量が有意に減少することを明らかにした。これらの結果は、海外を対象としたリ

スク認知と防災行動の研究結果と異なっており、日本においては、個人の備蓄行動を促進する上で、リス

ク認知を向上させるような住民への災害情報の広報などが重要である可能性を示唆している。 
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1.はじめに 

 

(1) 背景 

平成 22 年度版「防災白書」1)によると、2000 年から

2009年に世界で発生したM6以上の地震のうちの 20.5%

が日本で起きており、世界的に見て日本は地震大国であ

る。近年においても、熊本地震のような規模の大きい地

震が発生しており、日本全国で大地震が起こり得ること

が分かっている 2)。災害による被害を軽減させるために、

政府は強靭なインフラ整備や被災者の支援といった災害

対策・対応をこれまで行ってきた。しかし 2011年 3月に

起きた M9 規模の東日本大震災では、行政自身が被災す

ることで、人命救助等の役割を担う行政機能が麻痺する

「公助の限界」が起こりうることが明確になった 3)。ま

た、2016年 4月に起きたM7規模の熊本地震では、外部

からの救援物資が市民の物資の需要を賄うことができず、

一時物資が不足する事態を招いた 4)。以上のことから、

日本各地で起こる災害被害を最小化するためには、個人

の防災行動が重要であると考えられる。 

個人レベルの防災行動促進のためには、防災行動に影

響を与える要因を理解する必要がある。これまでも、自

然災害に対する防災行動とその要因間の関係性を分析す

る多くの研究がなされてきた。要因としては、被害経験、

被害の予測、災害保険や政府による経済的支援への期待
5)、被災経験、防災意識、居住地域 6)、公的備蓄 7)などが

挙げられる。しかし日本全国を対象に防災行動の要因を

分析した研究は、十分に行われているとは言えない。そ

こで本研究では、生命維持にとって大きな影響を与える

飲料水 8)の備蓄行動に着目し、日本全国においてリスク

認知が個人の飲料水の備蓄行動に与える影響を明らかに

することを目的とする。 

 リスク認知を表す定義として、一般的に「個人の主観

的なリスク評価」とされている。本研究でリスク認知に

着目したのは、リスクを解釈する心理的メカニズムは社

会的、文化的知識を通じて調整されるものであり 9)、災

害に関する情報提供の仕方のような行政の政策によって

リスク認知を変化させることで、防災行動を促進できる

と考えたためである。また、日本は地震大国であり災害

に関する危機感が他国と比べて高いため、海外を対象と

した既存研究での自然災害に対するリスク認知が高い場

合でも実際の防災行動に至るとは限らないという研究結

果 10),11)とは異なるのではないかと考えたためである。リ

スク認知を表す指標としては、着目する防災行動に対応

した指標を用いている既存研究 12),13)に従い、備蓄行動に
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対応するリスク認知を表す指標として、個人の災害時に

外部支援が届くのに要すると思う時間の評価を用いた。 

 

(2) 本研究の位置づけ 

 リスク認知が個人の防災行動に与える影響を分析した

既存研究に対し、本論文の貢献は 4 つ存在する。1 つ目

に、本研究は、日本全国を対象とした、個人のリスク認

知が防災行動に与える影響を分析した初めての研究であ

ることである。日本国内を対象としたリスク認知と防災

行動の関係性を分析した研究では、日本海沿岸の津波浸

水想定地域 12)や、地震や水害リスクが高いと考えられて

いる名古屋市の地域住民を対象 13)として行われており、

災害リスクが高いと言われている地域のみを対象として

いる。しかし大地震は日本のどこでも起こる可能性があ

るため、日本各地で起こる大地震の被害最小化のために

は、日本全国での実証分析が必要である。2 つ目に、日

本を対象とした研究で、性別、学歴、年齢といった属性

が与える影響をコントロールしていることである。属性

が防災行動に影響を与えることが既存研究で示されてい

る 6),14)ため、例えば学歴とリスク認知に正の相関があっ

た場合、学歴をコントロールしなければ、リスク認知の

防災行動への影響の中に学歴の影響が含まれてしまい、

リスク認知の純粋な効果を明らかにできない。しかし、

日本を対象とした研究において属性をコントロールした

ものは見当たらない。3つ目に、防災行動の有無 5)のみな

らず、その行動の程度に与える影響も分析していること

である。防災行動をすることは重要であるが、被害の最

小化のためには、適切な程度の防災行動をすることが重

要であると考えられる。特に飲料水の備蓄については、

災害発生初期段階に生命維持に必要な量を自助で賄う必

要がある。日本全国の人々のリスク認知が行動の程度に

与える影響を分析することで、防災行動の程度への影響

を明らかにすることができると考えられる。4 つ目に、

日本を対象とした研究で、仮想ではなく実際の行動に着

目していることである。防災行動として仮想的な行動(行

動意図)に着目した既存研究は存在する 12),13)ものの、実際

の行動に着目した研究は日本でなされていない。 

 

2．データ 

 

(1) 分析に用いるデータ 

本研究における分析には、2013 年の 1 月 26 日から 3

月 15 日に日本の世帯主を対象に行った市民の防災意識

に関するインターネット調査のデータを用いており、回

収数は 20,726人となっている。この調査では、防災用品

の備蓄状況、災害時に最寄りの避難所に外部からの救援

物資が届くのに要すると思う時間、防災意識、被災経験、

住居形態などの項目に加え、世帯年収、職業、学歴など

の個人・世帯属性について質問した。また、国勢調査 15)、

消防庁の「地方防災行政の現況」16)を、それぞれ 2010年

度市区町村別人口密度と 2012 年度の都道府県全体にあ

る飲料水の備蓄量の変数を得るために用いた。 

インターネット調査における標本と日本全国を対象と

したセンサス(2010 年国勢調査)における性別と年齢の分

布を比較したものが図 1，2となる。両者の分布はほとん

ど一致しており、大きなサンプルの偏りは見られない。 

 

図 1 データの男女別割合(%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 データの年代別割合(%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

欠損値の影響を考慮し、世帯年収が未回答(121人)、郵

便番号が未回答(2,487 人)、住居形態がその他(153 人)の

回答者を、6)を参考にして除外した。外れ値の影響を考慮

し、世帯人数が 15人以上の回答者(11人)を、飲料水の備

蓄状況について誤入力と考えられる回答者(302 人)を除

外した。全体で3,074人（今回のサンプルサイズの約15%）

を除外し、分析に用いるサンプルサイズは 17,651人とな

った。 
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(2) 記述統計 

表 1 世帯の飲料水備蓄量と回答の分布 

世帯の飲料水備蓄量 割合（％） 人数 

20L以上 13.17 2,324 

15L以上 20L未満 5.72 1,009 

10L以上 15L未満 11.62 2,052 

5L以上 10L未満 14.68 2,591 

5L未満 21.07 3,720 

備蓄していない 33.74 5,956 

合計 100 17,652 

 

表 1に各世帯の「住まいに備蓄している飲料水の量」

についての回答の割合と人数を示す。回答者の約 66％が

飲料水の備蓄をしていると答えた一方で、約 34％は飲料

水の備蓄をしていないと答えている。3 世帯のうちの 1

世帯は、災害時生命維持に不可欠な飲料水の備蓄をして

いないことが分かる。 

 

図 3 世帯の飲料水備蓄不足量と回答の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、図 3に、世帯が適切な量の飲料水備蓄ができて

いるかについて、飲料水の備蓄不足量(= 世帯の飲料水備

蓄推奨量 – 世帯の飲料水備蓄量)(L)毎での世帯の回答

割合を示す。なお、世帯の飲料水備蓄の推奨量としては

政府が推奨する備蓄量は 7)を参考に計算した値を、世帯

の飲料水備蓄量としては「備蓄はしていない」を 0L、そ

れ以外の選択肢については回答範囲の中間値を用いた。 

図 3より、回答者の約 20％が政府の飲料水推奨量を備

蓄している一方で、残りの約 80％は備蓄量が不足してい

ることが分かる。つまり、表 1、図 3 から、飲料水の備

蓄をしている全体の約 46％は、備蓄しているが備蓄量が

不十分であると分かる。 

表 2に「災害時に外部から救援物資が最寄りの避難所

に届くのに要すると思う時間」について、回答者全体が

選んだ選択肢の割合と人数を示す。思う時間を「分から

ない」と回答した人が約 50％と半分を占め、「8時間～

24 時間」と「24 時間以上」と回答した人が約 12％、残

りの回答者は約 7～8％と分かる。「分からない」と回答

した人を除くと、大きな偏りがなくそれぞれのグループ

を回答している。 

 

表 2 「災害時に外部から救援物資が最寄りの避難所に 

届くのに要すると思う時間」 

  割合（％） 人数 

1時間以内 7.6 1,342 

1時間～2時間程度 6.62 1,168 

2時間～4時間程度 6.97 1,230 

4時間～8時間程度 7.95 1,403 

8時間～24時間程度 11.62 2,051 

24時間以上 11.96 2,111 

分からない 47.29 8,347 

合計 100 17,652 

 

3．分析手法・変数 

 

(1) 分析手法 

 飲料水備蓄の有無に関して、以下に示す線形確率モデ

ルの式(1)により回帰分析を行う。 

 

 

 

 

  は飲料水を備蓄している世帯を 1、していない世帯

を 0 とするダミー変数、          はリスク認

知を表す 6つのカテゴリ変数、𝛽 は回帰係数、𝑿𝑛𝑖はコン

トロール変数、𝜀𝑖は誤差項を表している(変数の詳細は次

節で述べる)。 

線形確率モデルは、説明変数の値によっては確率が 0

から 1の間に収まらないという問題点を抱えている。そ

こでこの問題を解消している、以下に示す式(2)によるプ

ロビットモデルによる分析も行う。このモデルにおいて

は、誤差項が標準正規分布に従うことを仮定している。

また、確率の限界効果は(3)式で表される。 

 

                        (2) 

 

 

                        (3) 

 

 

          ：飲料水を備蓄する確率 

          ：分布関数 

          ：標準正規分布の累積密度関数 

 

𝑌𝑖 = 𝛽0 + ∑ 𝛽𝑚 ∙ 𝑅𝑖𝑠𝑘 𝑃𝑒𝑟𝑐𝑒𝑝𝑡𝑖𝑜𝑛𝑚𝑖

6

𝑚=1

+ 𝛽𝑛 ∙ 𝑿𝑛𝑖 + 𝜀𝑖  (1) 

𝑃𝑟𝑜𝑏[𝑌𝑖 = 1|𝑿𝒊] = 𝐹[𝛽0 + 𝑿𝒊𝛽] 

∂

∂𝑥k
𝑃𝑟𝑜𝑏[𝑌𝑖 = 1|𝑋𝑖] = 𝛽𝑘Φ(𝑥𝑖𝛽) 

𝑃𝑟𝑜𝑏[𝑌𝑖 = 1|𝑿𝒊] 

𝐹[𝛽0 + 𝑿𝒊𝛽] 

Φ(𝑥𝑖𝛽) 

𝑌𝑖 

𝑅𝑖𝑠𝑘 𝑃𝑒𝑟𝑐𝑒𝑝𝑡𝑖𝑜𝑛𝑚𝑖  

全体の約 8割 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

 飲料水備蓄量(L/大人一人)に関して、備蓄量として0(L)

と回答している人の中での備蓄量に対する潜在的な指向

が異なることを考慮したトービットモデルによる分析を

行う。ここで、トービットモデルは、誤差項は説明変数

の条件付きで、平均ゼロの正規分布に従うと仮定してお

り、潜在変数モデル(3)式を用いて表される。潜在変数 y*

と実現値 Yの関係は(4)式、飲料水備蓄量の限界効果は(5)

式で表される。 

 

                        (3) 

 

 

 

                        (4) 

 

 

 

                        (5) 

 

は飲料水備蓄量(L/大人一人)の潜在変数、 は説明変

数、 は誤差項を表す。 

 

(2) 変数 

a) 世帯の大人一人当たりの備蓄量への換算 

分析に用いる調査データは、世帯主に聞いたアンケー

トであり、リスク認知は世帯主のものである。飲料水の

備蓄量は世帯全体での量であるため、世帯の備蓄量(L)だ

けでは何人の世帯に対する量なのかが分からず、推定結

果としての回帰係数の意味合いが変わってしまう。 

そこで本研究では、備蓄行動の程度を表す指標として、

世帯の大人一人当たりの飲料水備蓄量を用いることとす

る。なお、人が外から一日に取り入れる飲料水は約 2Lで

あること 17)、また 7)で用いられた年齢別の飲料水備蓄推

奨量を参考に、以下の表 3のような年齢による人数の重

みづけで世帯人数を求め、世帯の飲料水備蓄量を除する

ことで世帯の大人一人当たりの飲料水備蓄量を算出して

いる。 

表 3 年齢を考慮した人数の重み付け 

年齢 人数による重み付け 

11歳以上 1 

6～10歳 0.75 

0～5歳 0.5 

 

b) 被説明変数 (飲料水備蓄行動) 

 飲料水の備蓄行動を表す指標として、飲料水の備蓄状

況について「あなたのお住まいでは常時およそ何リット

ルの飲料水を備蓄しておられますか」を、段階ごとに分

けられた 6つのグループによって尋ねた質問の回答を用

いる。発災後 3日間を自助で生き延びるために、生命維

持に大きな影響を与える飲料水の備蓄をしていること、

かつ十分な量を備蓄していることは重要である。そこで、

飲料水の備蓄行動を表す被説明変数として、世帯の飲料

水備蓄の有無、世帯の大人一人当たりの飲料水備蓄量(以

下、飲料水備蓄量(L/人)と示す)の 2 つを用いる。世帯の

飲料水備蓄の有無としては、備蓄している世帯を 1、し

ていない世帯を 0とするダミー変数を用いる。また、世

帯の飲料水の備蓄量は、「備蓄はしていない」を 0L、そ

れ以外の選択肢は、回答の中間値とし、飲料水備蓄量(L/

人)は、世帯の飲料水備蓄量を調整した世帯人数で除した

値を用いる。 

c) 主要説明変数 (リスク認知) 

リスク認知を表す指標として、「災害時に外部から救

援物資が最寄りの避難所に届くのに要すると思う時間」

を 7つのグループによって尋ねた質問の回答を用いる。

これらは実際に届くのに要する時間(=実際のリスク)を、

外部支援が届くのに要する時間によってどう評価してい

るかを表している。また、物資が届くのに要する時間を

「分からない」と回答していることは、災害時における

外的支援に対するリスクの評価が定まっていないことを

表していると解釈した。リスク認知を表す変数としては、

「1時間以内」と答えた人を参照グループとし、「1時間

～2時間程度」、「2時間～4時間程度」、「4時間～8時

間程度」、「8時間～24時間」、「24時間以上」、「分

からない」と答えた人を 1とする 6つのダミー変数を、

リスク認知を表す主要説明変数として用いる。 

既存の研究や報告書では、災害時に外部からの救援物

資が届くまでには 1 日以上(24 時間以上)の時間を要する

ことが示されている 18),19),20)。しかし、最寄りの避難所ま

でに外部からの救援物資が届くのに要する時間には多少

のばらつきがあると考えられる。実際のリスクが異なっ

てしまうと、今回用いた指標によってリスク認知を正確

に表すことが出来ない。 

現在の災害時における救援物資の輸送方法を考えると、

都道府県単位での地理的特性(救援物資が送られる場所

からの距離等)によって、物資到達時間は異なると考えら

れる。また、過疎化している地域ほど物資が避難所に届

くのに要する時間は長いと考えられる。そこで、都道府

県固定効果、市区町村別人口密度をコントロール変数と

して投入することで、上記の問題点に対処した。 

d) コントロール変数 

市区町村別人口密度、都道府県固定効果を、実際に救

援物資が届くのに要する時間をコントロールする変数と

して用いる。また、防災備蓄の要因を分析した既存研究

に基づき、被害経験、被害経験（東日本大震災）、避難

経験、避難訓練（東日本大震災以前の過去 5年間）の有

無をダミー変数として、地域に備蓄されている飲料水の

𝑦𝑖 ∗ =  𝒙𝛽 + 𝑢𝑖       

 𝑢𝑖|𝑥𝑖  ～N (0,σ²)  

y𝑖 = {
                 if y𝑖 ∗ > 0

      0      if y𝑖 ∗ ≤ 0
 

 
∂

∂𝑥k
𝐸[𝑦𝑖|𝑥𝑖] = 𝛽𝑘Φ(

𝑥𝑖𝛽

σ
) 

𝑦𝑖 ∗ 

 

𝑦𝑖 ∗ 𝒙  

𝑢𝑖    
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一人当たりの備蓄量、属性が防災行動に影響を与えるこ

とが既存研究で示されていることから、個人・世帯属性

を表す変数として高校以降の在学年数、年齢、女性、住

居形態(戸建てを 0、集合住宅を 1とするダミー変数)、年

齢を基準に分類した世帯の構成人数(0～5歳人数、6～10

歳人数、11~19 歳人数、60 歳以上人数)、ln(世帯年収)を

用いる。 

 

4．分析結果 

 

(1) 世帯の飲料水備蓄の有無 

 表 4に、飲料水備蓄の有無を被説明変数としたときの

分析結果を示す。係数は限界効果を示してあり、係数が

正ならば飲料水を備蓄する確率が高くなり、負ならば低

くなることを示す。参照グループの「1 時間以内」と回

答した人に比べ、「2 時間～4 時間程度」、「4 時間～8

時間程度」、「8時間～24時間」、「24時間以上」と回

答した人は、1％有意水準で有意に飲料水を備蓄する確率

が約 5％～9％ほど高い。「1 時間～2 時間程度」と答え

た人は、参照グループと比べ有意な違いは見られないが、

2 時間以上と答えた人は、届くのに要する時間が長いカ

テゴリを答えるほど参照グループの人と比べて備蓄する

確率が高い。この結果は、リスク認知が低い人に比べ、

ある一定以上のリスク認知になると、リスク認知が高い

ほど飲料水を備蓄する確率が高くなる可能性を示唆して

いる。また、参照グループの人と比べ、物資が届くのに

要すると思う時間を「分からない」と回答した人は、飲

料水を備蓄する確率が 5％有意水準で有意に約 3%低い。 

 

(2) 世帯の飲料水備蓄量(L/人) 

 表 5に、世帯の大人一人当たりにおける飲料水備蓄量

を被説明変数としたときの分析結果を示す。係数は世帯

の飲料水備蓄量(L/人)に与える限界効果で表している。

トービットモデルによる推定結果について説明する。参

照グループの「1時間以内」と回答した人に比べ、「4時

間～8時間程度」、「8時間～24時間」、「24時間以上」

と回答した世帯は、10%または 1％有意水準で有意に飲

料水を備蓄する量が約 0.3～0.8(L/人)ほど多い。「1 時間

～2 時間程度」、「2 時間～4 時間程度」と答えた人は、

参照グループと比べ有意な違いは見られないが、4 時間

以上と答えた人は、届くのに要する時間が長いカテゴリ

を答えるほど、参照グループの人と比べて備蓄量(L/人)

に与える影響が大きくなっている。この結果は、リスク

認知が低い人に比べ、ある一定以上のリスク認知になる

と、リスク認知が高いほど、世帯の飲料水備蓄量(L/人)が

大きくなることを示唆している。また、参照グループの

人と比べて、救援物資が届くのに要すると思う時間を「分

からない」と回答した人は、飲料水の備蓄量に対して10%

有意水準で有意に備蓄量が約 0.2(L/人)少ない。 

 

表 4 飲料水備蓄の有無を被説明変数としたときの 

分析結果 

  (1-1) (1-2) 

分析手法 重回帰 プロビット 

被説明変数 飲料水備蓄の有無 

変数     

「1時間～2時間程度」 0.00423 0.001 

 -0.0183 -0.018 

「2時間～4時間程度」 0.0528*** 0.051*** 

 -0.0176 -0.018 

「4時間～8時間程度」 0.0545*** 0.054*** 

 -0.0169 -0.017 

「8時間～24時間」 0.0854*** 0.088*** 

 -0.0155 -0.016 

「24時間以上」 0.0873*** 0.094*** 

 -0.0152 -0.016 

「分からない」 -0.0309** -0.029** 

 -0.0134 -0.013 

定数項 -0.537***  

 -0.064  

観測数 17,652 17,652 

決定係数 0.121 0.101 

 

表 5 世帯の飲料水備蓄量(L/人)を被説明変数としたときの 

分析結果 

  (2) 

分析手法 トービット 

被説明変数 備蓄量(L/人) 

変数  

「1時間～2時間程度」 -0.055 

 (0.147) 

「2時間～4時間程度」 0.153 

 (0.139) 

「4時間～8時間程度」 0.262* 

 (0.136) 

「8時間～24時間」 0.500*** 

 (0.126) 

「24時間以上」 0.783*** 

 (0.125) 

「分からない」 -0.194* 

 (0.110) 

観測数 17,652 

擬似決定係数 0.027 

***は 1％、**は 5％、*は 10％有意水準で有意を示す。 

(・)は、ロバスト標準誤差を示す。 

(1-2)の決定係数は、擬似決定係数を表す。 

コントロール変数の推定結果は省略している。 
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(3) 頑健性の確認(リスク認知変数の妥当性の検証) 

実際に救援物資が届くのに要する時間によって、回答

者の物資が届くのに要する時間の回答が左右されている

可能性がある。救援物資到達時間が同じ地域に居住して

いる人の回答にばらつきがあれば、回答は人々のリスク

認知によるものであると考えることができる。そこで、

救援物資到達時間が同じ地域に住んでいると考えられる

人の回答の分布について、学区が日本の法律 20)により学

校からの距離でおおむね 4km 以内(小学校区)とされてい

ることから検証を行った。 

 

表 6 郵便番号の上 6桁が同じ地域に住む回答者群の 

回答の分布 

災害時最寄りの避難

所に救援物資が届く

のに要すると思う時

間 

回答者の割合(%) 

[116-000X] [553-000X] [180-000X] 

1時間以内 20 9.09 8 

1時間～2時間程度 5 0 4 

2時間～4時間程度 10 9.09 8 

4時間～8時間程度 15 22.73 12 

8時間～24時間程度 15 4.55 8 

24時間以上 5 4.55 8 

分からない 30 50 52 

割合(%) 100 100 100 

 

表 6に郵便番号の上 6桁が同じ地域に住む回答者群の

回答の分布を示す。(半径 2km の地域の面積が約 12km²

であることから、市区町村より細かい地域である郵便番

号上 6桁が同じ地域で、12km²以内の範囲に 20人以上居

住している回答者群の回答の分布を示している)。その結

果、実際に救援物資が届くのに要する時間が同じ地域と

考えられる地域において、回答に偏りが見られなかった。

更に、面積が約 28km²(=3km×3km×3.14)以内の地域に

おける回答の分布も確認したが、回答に偏りは見られな

かった。該当していた地域は人口密度の高い三大都市圏

の一部の地域であったものの、確認した全ての地域で時

間の長さの回答の分布に大きな偏りは見られておらず、

「分からない」の回答の割合は、記述統計における全サ

ンプルの回答の割合とほぼ同じであることから、救援物

資が届く時間が同じである地域でも、回答に大きな偏り

はないと考えられる。以上の検証により、今回の分析に

用いるリスク認知の変数の妥当性が言える。 

 

5．まとめと今後の課題 

 

本研究では、2013年に日本全国を対象に行った市民の

防災意識に関するインターネット調査を用いて、リスク

認知が個人の飲料水備蓄行動に与える影響を定量的に分

析した。その結果、一定以上のリスク認知では、個人の

リスク認知が高いほど、飲料水を備蓄する確率が約 5～

9％有意に上昇し、世帯の大人一人当たりの備蓄量が約

0.3～0.8L多いことを明らかにした。これらの分析結果か

ら、日本国内において、個人のリスク認知が飲料水の備

蓄の有無、備蓄量のいずれに対しても有意に正の影響を

与えることを明らかにした。 

本研究の結果は、災害に関する情報提供がリスク認知

を向上させる場合、個人の備蓄を促進させるために災害

情報の広報が有用であることを示唆している。本論文で

指標として用いたリスク認知は、災害時に外部支援が届

くのに要する時間を個人が主観的に評価したものである。

リスク認知を向上させる災害情報として、過去の災害に

関する災害規模、救援物資が届くのに要する時間といっ

た情報、今後想定されている災害に関する情報などが考

えられる。今後の研究では、災害情報の提供が個人のリ

スク認知に与える影響をより明確にする必要がある。 
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付録 

表 郵便番号上 6桁が同じ 12～28km²の範囲に住む 

回答者群の回答の分布 

災害時最寄りの避難所に救援物資が

届くのに要すると思う時間 

回答者の割合(%) 

[108-007X] [182-002X] [279-001X] [164-001X] [242-000X] 

1時間以内 0 9.09 9.09 0 4.17 

1時間～2時間程度 15 4.55 9.09 4.17 12.5 

2時間～4時間程度 5 9.09 0 8.33 4.17 

4時間～8時間程度 5 13.64 13.64 12.5 8.33 

8時間～24時間程度 20 13.64 9.09 20.83 12.5 

24時間以上 15 13.64 27.27 8.33 8.33 

分からない 40 36.36 31.82 45.83 50 

割合(%) 100 100 100 100 100 

 

災害時最寄りの避難所に救援物資が

届くのに要すると思う時間 

回答者の割合(%) 

[261-001X] [165-002X] [216-000X] [234-005X] [181-001X] 

1時間以内 8.33 18.52 0 6.9 9.09 

1時間～2時間程度 8.33 3.7 0 3.45 9.09 

2時間～4時間程度 0 7.41 3.57 3.45 15.15 

4時間～8時間程度 8.33 11.11 14.29 6.9 6.06 

8時間～24時間程度 12.5 11.11 3.57 6.9 3.03 

24時間以上 8.33 14.81 14.29 24.14 21.21 

分からない 54.17 33.33 64.29 48.28 36.36 

割合(%) 100 100 100 100 100 
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THE IMPACT OF RISK PERCEPTION ON HOUSEHOLD DRINKING WATER 

PREPAREDNESS FOR NATURAL DISASTERS IN JAPAN 

 

Soichiro MARUTA, Akinori KITSUKI and Shunsuke MANAGI 

 
 According to White Paper on Disaster Management 2010, 20.5% of earthquake of the magnitude of 6 

or more from 2000 to 2009 in the world occurred in Japan. In recent years, large earthquakes can occur all 

over Japan. In order to decrease the damage caused by disasters, the government has done disaster measures 

and response such as strong infrastructure development and support of victims. However, the natural 

disasters have occurred that stop the administration in Japan (for instance, The Great East Japan earthquake, 

Kumamoto earthquake). In order to minimize disaster damage in the future, it is important to enhance 

private preparedness as well as public preparedness. 

 The purpose of this study is to reveal the impact of risk perception on household drinking water 

preparedness for natural disasters using originally collected Japanese data in 2013 because risk perception 

(subjective evaluation for risk) can be changed by information about natural disasters. The reason why we 

pay attention to household drinking water preparedness is drinking water is essential for mortality and 

morbidity. We use as follows as indicator for preparedness: 1) whether they store drinking water or not, 2) 

stockpile of drinking water per person on household, because it is important not only to act stockpile but 

also to have sufficient stockpiles. To measure the impact of risk perception on private relief, we use the 

response about” How long does it take for relief supplies to be reached the nearest evacuation center?” . 

The results show that risk perception increases household drinking water preparedness about whether they 

store drinking water or not and stockpile of drinking water per person on household. The results suggest 

the importance of information dissemination by policy-makers, which increases risk perception about relief 

goods from the outside in disasters. 
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